
事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

　本事業は、ＡＳＥＡＮ地域において地域や職場での保健医療を確立するため、我が国の最良のシ
ステム、経験、ノウハウを包括的に導入することを目的としている。
　具体的には、特定の対象国において、地域、職場、地方自治体、医療機関、中央省庁（保健省、
労働省等）を連携させるパイロットプロジェクト（試験的事業）を実施し、地域の保健、産業保健
水準を総合的に向上させるとともに自立を促進させ、さらにその成果を活用して、対象国以外の
国・地域においても同様のシステム普及を図る事業である。
　対象国以外の国・地域への効果的な普及を図るためには、各国・地域の労使や各国の保健省、自
治体関係者の理解を得ることが必要である。そこで、ＡＳＥＡＮ全地域に対し、労使協調体制を構
築し労働者の健康確保等の労働安全衛生を促進する事業及び保健省、自治体関係者に我が国の先進
事例を学ばせ理解の促進を図る事業を併せて実施する。
　事業の実施にあたっては、当該分野で豊富な知識と経験を有する国際機関（ＩＬＯ、ＷＨＯ）を
通じた事業を実施することで、より的確かつ効果的な事業を実施する。

【評価結果の概要】

　（政策等への反映の方向性）
　　評価結果を踏まえ、平成２０年度予算概算要求において所要の予算を要求する。
　　（概算要求額：268百万円）

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

（整理番号２１）

平成１９年度事業評価書（事前）要旨

評価実施時期：平成１９年８月 担当部局名：大臣官房国際課

ＡＳＥＡＮ地域の健康確保対策事業

基本目標Ⅹ
　国際化時代にふさわしい厚生労働行政を推進すること
施策目標１
　国際社会への参画・貢献を行うこと
施策目標１－１
　国際機関の活動への参画・協力を推進すること

（１）必要性の評価
その他行政関与の必要性の有無(主に官民の役割分担の観点から) 有 無

(理由)
本事業は、アジア地域での地域保健・産業保健制度の構築を目的とした長期的な視野

に立った技術協力（ＯＤＡ）であり、国際機関を通じた協力を行う必要から、我が国政
府が関与していく必要がある。

その他国で行う必要性の有無(主に国と地方の役割分担の観点から) 有 無
(理由)
国際機関を通じての技術協力を行う必要から、国として事業を行う必要がある。

民営化や外部委託の可否 可 否
(理由)
ＩＬＯ、ＷＨＯの有する専門的な知識やノウハウが必要であるため、当該国際機関を

通じて事業を実施する必要がある。

他の類似事業(他省庁分を含む)がある場合の重複の有無 有 無
(有の場合の整理の考え方)

（２）有効性の評価
事業の有効性
ＡＳＥＡＮ地域の地域保健・産業保健水準を総合的に向上させることにより、地域住

民・労働者の健康を確保することで社会的・経済的安定や発展をもたらす。同地域の安
定は、我が国の経済的安定にもつながる。

（３）効率性の評価
事業の実施にあたり、当該分野で豊富な知識と経験を有する国際機関を活用すること

で、より効率的かつ的確な事業を実施することができる。



施政方針演説等

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

年月日 記載事項（抜粋）関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

アウトカム指標 本事業と指標の関連についての説明
１
（調査名・資料出所、備考）

※本事業の指標について、事業実施主体は国際機関であるため、事業計画が不確定な
現時点での指標設定を行うことができない。

アウトプット指標 本事業と指標の関連についての説明
１
（調査名・資料出所、備考）
※本事業の指標について、事業実施主体は国際機関であるため、事業計画が不確定な
現時点での指標設定を行うことができない。


